
白浜町農業集落排水事業

特 別 会 計 予 算

令和７年度
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　（総　則）

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）

　（資本的収入及び支出）

500千円

令和７年度白浜町農業集落排水事業特別会計予算

8.5ha

15,819㎥

43㎥

第１条　令和７年度白浜町農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（１）処理区域面積

　（２）年間総処理水量

　（３）１日平均処理水量

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

　第１款　農業集落排水事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

支　　　出

2,559千円

2,559千円

4,814千円

　に対して不足する額2,255千円は、当年度分損益勘定留保資金2,255千円で補てんするものと

　する。）。

収　　　入

　第１款　資本的収入

　　第１項　他会計出資金

　第１款　資本的支出

支　　　出

18,889千円

2,473千円

16,416千円

　第１款　農業集落排水事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　予備費

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

18,889千円

17,985千円

404千円

　　第１項　企業債償還金 4,814千円
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　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　い。

　（他会計からの補助金）

白浜町長　大江　康弘　

令和７年３月４日提出　

　（１）職員給与費 4,520千円

第８条　農業集落排水事業に助成するために一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　10,431千円である。

　（１）営業費用と営業外費用との相互の流用

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

第５条　一時借入金の限度額は、1,000千円と定める。

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
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収益的収入及び支出

　　収　　入

単位：千円

1.

1.

1.

2.

1.

2.

3.

　　支　　出

1.

1.

1.

2.

3.

4.

2.

1.

2.

3.

1.

消費税及び
地方消費税

業務費

10,431

農業集落排水使用料

他会計補助金

負担金

長期前受金戻入

処理場費

総係費

175

5,810

16,416

4,625

農業集落

排水事業
収益

営業収益

農業集落

排水事業
費用

営業費用

営業外費用

予備費

令和７年度白浜町農業集落排水事業特別会計予算実施計画

款 項 目

支払利息及び
企業債取扱諸費

予　定　額 備　考

18,889

2,473

2,473

款 項 目 予　定　額 備　考

営業外収益

18,889

404

8,068

17,985

4,939

353

減価償却費

304

100

500

予備費 500
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資本的収入及び支出
　　収　　入

1.

1.

1.

　　支　　出

1.

1.

1. 企業債償還金 4,814

資本的

支出

款 項 目 予　定　額

資本的

収入

4,814

他会計出資金

款 項 目 予　定　額 備　考

2,559

他会計出資金

企業債償還金

単位：千円

備　考

2,559

4,814

2,559

－33－



1.

1.

2.

3.

1.

2.

3. 総 係 費 4,625 4,223 402 

業 務 費 353 352 1 

　（款） 農業集落排水事業費用 （項） 営業費用

処 理 場 費 4,939 4,796 143 

長 期 前 受 金 戻 入 5,810 5,810 0 

計 16,416 16,000 416 

負 担 金 175 175 0 

他 会 計 補 助 金 10,431 10,015 416 

25 

　（款） 農業集落排水事業収益 （項） 営業外収益

計 2,473 2,448 25 

農業集落排水使用料

目 本　年　度

　（款） 農業集落排水事業収益 （項）

2,473

営業収益

前　年　度 比　　較

2,448

令　和　７　年　度　白　浜　町　農　業　集　落　排　水
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1.

1.

1.

1.

2.

3.

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

1.

2.

3.

1.

2.

3.

4.

5.

勤勉手当 289

印 刷 製 本 代 100 予算書・決算書印刷

農業集落排水負担金

給 料

超過勤務手当 200

603 

4 

発電機借上料

修 繕 料 施設修繕料等

28薬 品 費 消毒用塩素剤

保 険 料 30

備 消 耗 品 費

101 電話料

燃 料 費 10

光 熱 水 費 19

発電機燃料費

水道料

手 数 料 19 口座振替手数料等

5 納付書用紙

委 託 料 329 会計システム保守委託料等

手 数 料 988 衛生処理手数料等

500

動 力 費 1,400

賃 借 料 30

1,813委 託 料

備 消 耗 品 費 20 作業用消耗品その他

処理場管理委託料等

通 信 運 搬 費

176 

建物火災保険等

処理場等電気料

公務災害保険料

法 定 福 利 費 607

2,506 一般職員給料

手 当 1,009 期末手当 344

職員共済組合負担金

負 担 金 5

1,162

4,451

負 担 金 長 期 前 受 金 戻 入

補助交付金長期前受金戻入

県 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入

197

10,431

負 担 金 175

他 会 計 補 助 金

金　　額
説 明

節

単位：千円

2,473

事　業　特　別　会　計　予　算　基　礎　資　料

市町村総合事務組合負担金

農 業 集 落 排 水 使 用 料

区　　　分
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4.

1.

2.

1.

1.

1.

消費税及び地方消費税 100 100 0 

農業集落排水事業費用 （項） 予備費

0 

計 500 500 0 

計 17,985 17,439 546 

予 備 費 500 500

　（款） 資本的支出 （項） 企業債償還金

　（款）

計 4,814 4,805 9 

企 業 債 償 還 金 4,814 4,805 9 

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び 304 409 △ 105 

　（款） 農業集落排水事業費用

計 404 509 △ 105 

減 価 償 却 費 8,068 8,068 0 

（項） 営業外費用

計 2,559 2,549 10 

　（款） 資本的収入 （項） 他会計出資金

他 会 計 出 資 金 2,559 2,549 10 

　（款） 農業集落排水事業費用 （項） 営業費用

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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6.

7.

1.

1.

1.

1.

1.

1.

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 100

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 65

予 備 費 500

4,814企 業 債 償 還 金

304

8,068有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費

企 業 債 利 息

法定福利費引当金繰入

賞 与 引 当 金 繰 入 額 333 賞与引当金繰入

2,559他 会 計 出 資 金

構築物減価償却費 7,685 

建物減価償却費 242 

機械及び装置減価償却費 141 

単位：千円

節
説 明

区　　　分 金　　額
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

給　与　費　明　細　書
（１）総　括

区 分

職 員 数 給 与 費 法 定
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
1 2,506 1,342 3,848 672 4,520

1 2,153 1,300 3,453 665 4,118

比 較

前 年 度

超過勤務 管 理 職
期末手当

手 当 手 当 手 当

7 402 

単位：千円

手　当
の内訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住宅手当
特殊勤務

0 353 42 395 

525 

前年度 148 200 436 

本年度 0 200 

89 

手　当
の内訳

区 分 勤勉手当
市町村総

児童手当

比 較 △ 148 0 

合事務組
合負担金

本年度 441 176 

前年度 365 151 

区 分

職 員 数 給 与 費 法 定
合 計

特別職 一般職 報 酬

比 較 76 25 

給 料 手 当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
1 2,506 1,342 3,848 672 4,520 

1 2,153 1,300 3,453 665 4,118 

比 較

前 年 度

7 402 0 353 42 395 
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　イ　会計年度任用職員

超過勤務 管 理 職
期末手当

手 当 手 当 手 当

単位：千円

手　当
の内訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住宅手当
特殊勤務

525 

前年度 148 200 436 

本年度 0 200 

89 

手　当
の内訳

区 分 勤勉手当
市町村総

児童手当

比 較 △ 148 0 

合事務組
合負担金

本年度 441 176 

前年度 365 151 

区 分

職員数 給 与 費 法 定
合 計

一般職 報 酬 給 料

比 較 76 25 

手 当 計 福 利 費

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

比 較

前 年 度

単位：千円

手　当
の内訳

区 分 通勤手当
超過勤務
手 当

期末手当 勤勉手当
市町村総

比 較

合事務組
合負担金

本年度

前年度

－39－



（２）給料及び手当の増減額の明細

（３）給料及び手当の状況

ア　職員1人当たり給与

イ　初任給

昇給に伴う 57 平均昇給率

0人

その他の 265 職員数の異動状況

期末手当 支給月額0.05引き上げ

0人 0人

本年度

単位：千円

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　　　考

2.61%

増加分

14.14%

増減分 給与改定実施時期 令和6年4月1日

給与改定に伴う 31 給与改定率

給　料 353

増減分 （現に在職する職員数） その他 計

1人

前年度 1人 0人 1人

1人 0人

勤勉手当 支給月額0.05引き上げ

比　較

令和7年4月1日見込

平均給料月額（円） 206,100

平均給与月額（円） 206,100

平均年齢（歳） 21.0

増減分

区　　　　　　　分 一般行政職

手　当 42

制度改正に伴う 165

その他の △ 123

増減分

区　　分 一般行政職

高校卒（円） 188,000

大学卒（円） 220,000

令和6年4月1日現在

平均給料月額（円） 177,600

平均給与月額（円） 189,920

平均年齢（歳） 21.0
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ウ　級別職員数

エ　昇給

オ　特殊勤務手当

（級別の基準となる職務）

区　　分
一般行政職

区　分 一般行政職
級 職員数（人）構成比（％）

副 課 長

４級 ４級 係 長

令和7年4月1日見込

６級 ６級 課 長

５級 ５級

１級 1 100.0 １級 主 事 ・ 技 師

計 1 100.0

３級 ３級 主 任

２級 ２級 主 査

令和6年4月1日現在

６級

５級

４級

１級 1 100

計 1 100

３級

２級

区　　　　　分 一般行政職

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

1

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （％） 100.0

1

号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 1

号 給 数 別 内 訳

６号給 （人）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （％） 100

２号給 （人）

４号給 （人） 1

支給対象職員１人当たり
平均支給月額（円）

－

代表的な特殊勤務手当の名称 －

区　　　　　分 一般行政職

給料総額に対する比率（％） －

支給対象職員の比率（％）
（令和６年４月１日現在）

－
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カ　期末手当・勤勉手当

キ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

ク　その他の手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

国 の 制 度 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度 2.250 2.250 4.500 有

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

区 分
20年勤続の者25年勤続の者35年勤続の者最 高 限 度 そ の 他 の

加算措置等

特 例 措 置
（3％～45％加算）

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

定年前早期退職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900
定年前早期退職

通 勤 手 当 同（但し交通用具利用者は異）
通勤距離により
2,000円～21,600円の範囲

扶 養 手 当 同

住 宅 手 当 同（但し自ら所有に係る住宅は異）
月額1,000円（新築・購入した場合は、
取得後５年に限り1,500円を加算）
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー　①

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー　②

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　③

４　資金に係る換算差額

５　資金増加額（又は減少額）　①＋②＋③

６　資金期首残高

７　資金期末残高

令和６年度白浜町農業集落排水事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書（前年度分）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

△ 1,955,475

0

1,016,028

3,373,125

△ 401,622

2,971,503

△ 5,811,770

401,622

△ 84,300

△ 462,080

円

942,232

8,067,421

267,000

53,000

2,500,084

3,516,112

0

300,000

△ 4,804,475

2,549,000
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー　①

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー　②

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　③

４　資金に係る換算差額

５　資金増加額（又は減少額）　①＋②＋③

６　資金期首残高

７　資金期末残高 3,639,352

△ 304,000

2,378,240

0

0

△ 4,814,000

2,559,000

△ 2,255,000

0

123,240

3,516,112

2,682,240

令和７年度白浜町農業集落排水事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

円

106,844

8,068,000

66,000

12,000

△ 5,810,000

304,000

△ 106,764

42,160
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前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 226,405

942,232

６ 特 別 損 失

５ 特 別 利 益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

16,001,964

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

942,232

1,168,637

（１） そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

４ 営 業 外 費 用

（４） 雑 収 益 194

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 5,811,770

（２） 雑 支 出 309,429 711,051 15,290,913

（１） 支 払 利 息 401,622

（２） 負 担 金 175,000

３ 営 業 外 収 益

16,574,136

（１） 他 会 計 補 助 金 10,015,000

（４） 減 価 償 却 費 8,067,421

営 業 損 失 14,348,681

（３） 総 係 費 4,015,909

（２） 業 務 費 319,998

２ 営 業 費 用

（１） 農 業 集 落 排 水 使 用 料 2,225,455

（１） 処 理 場 費 4,170,808

円 円

令和６年度白浜町農業集落排水事業特別会計予定損益計算書（前年度分）

１

2,225,455

円

営 業 収 益
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令和６年度白浜町農業集落排水事業特別会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年３月３１日）

円 円 円

１

ニ

ハ

資　　産　　の　　部

9,427,328

円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産（１）

250,602,345

２ 流 動 資 産

イ 8,322,336

有 形 固 定 資 産 合 計 250,602,345

239,309,699

土 地

ロ 建 物

構 築 物

△ 15,370,104 223,939,595

機 械 及 び 装 置 9,677,824

△ 483,900 8,943,428減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

3,614,032

△ 280,838 9,396,986

（１）現 金 預 金 3,516,112

（２）未 収 金 97,920

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計 254,216,377

減 価 償 却 累 計 額
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円

預 り 金（４） 3,310

（２）

186,162,054

△ 11,623,540

繰 延 収 益 合 計

（２）利 益 剰 余 金

へ
当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 1,168,637

負 債 合 計 196,387,280

資　　本　　の　　部

3,328,935

７ 剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金

円 円 円

（１）

資 本 金 合 計

固 定 負 債３

351,240（２）未 払 金

（３）引 当 金

流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

57,829,097

254,216,377

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

1,168,637

4,497,572

174,538,514

320,000

企 業 債 16,360,408

負　　債　　の　　部

円 円 円 円

53,331,525

固 有 資 本 金 48,549,525

（２）出 資 金 4,782,000

６ 資 本 金

4,813,808

収 益 化 累 計 額

16,360,408

5,488,358

（１）企 業 債

固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債

（１）
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固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　該当事項なし

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不納見込額を計上して
いる。

（１）退職給付引当金

本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、農業集落排水事業会計は、当
該組合に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間での「退職手当給付金に関す
る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金は、全額一般会
計において措置することとなっているため、農業集落排水事業会計においては退職給
付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用負担処理を行っている。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

賞与引当金に係る法定福利費を、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業
年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

機械及び装置 １５年

工具、器具及び備品 ３～１５年

２ 引当金の計上方法

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ４０年

（１）

注　　記　　表（前年度分）

Ⅰ． 重要な会計方針

　該当事項なし

１
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　該当事項なし

（３）貸倒引当金の取崩し

Ⅳ． その他の注記

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和６年６月に、令和５年12月分から令和６年３月分までの賞与を支給することにな
るため、賞与引当金を取り崩す。

令和６年６月に、令和５年12月分から令和６年３月分までの法定福利費を支給するこ
とになるため、法定福利費引当金を取り崩す。

該当事項なし

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
21,174,216円である。

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 引当金の取崩し
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資 産 合 計 246,378,381

流 動 資 産 合 計 3,844,036

204,684

（１）現 金 預 金 3,639,352

242,534,345

２ 流 動 資 産

△ 421,838 9,255,986

有 形 固 定 資 産 合 計 242,534,345

9,677,824

△ 23,055,104 216,254,595

△ 725,900 8,701,428

ハ 構 築 物 239,309,699

令和７年度白浜町農業集落排水事業特別会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

円 円 円 円

減 価 償 却 累 計 額

9,427,328

イ 土 地 8,322,336

１ 固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産

ロ 建 物

ニ 機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

（２）未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
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負 債 資 本 合 計 246,378,381

4,604,416

資 本 合 計 60,494,941

利 益 剰 余 金 合 計 1,275,481

剰 余 金 合 計

へ
当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 1,275,481

（２）利 益 剰 余 金

3,328,935

７ 剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金

円 円 円 円

６ 資 本 金

繰 延 収 益 合 計 168,728,514

負 債 合 計 185,883,440

（２）収 益 化 累 計 額 △ 17,433,540

（３）引 当 金 398,000

流 動 負 債 合 計

186,162,054

（４）預 り 金 3,310

11,679,747

４ 流 動 負 債

（１）企 業 債

5,475,179

５ 繰 延 収 益

11,679,747

固 定 負 債 合 計

円 円 円

4,680,469

（２）未 払 金 393,400

円

３ 固 定 負 債

負　　債　　の　　部

（１）固 有 資 本 金

（２）出 資 金

資 本 金 合 計

（１）企 業 債

（１）長 期 前 受 金

資　　本　　の　　部

55,890,525

48,549,525

7,341,000
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固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　該当事項なし

賞与引当金に係る法定福利費を、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業
年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不納見込額を計上して
いる。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、農業集落排水事業会計は、当
該組合に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間での「退職手当給付金に関す
る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金は、全額一般会
計において措置することとなっているため、農業集落排水事業会計においては退職給
付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用負担処理を行っている。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

工具、器具及び備品 ３～１５年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

建物 ５０年

構築物 ４０年

機械及び装置 １５年

・主な耐用年数

注　　記　　表（当年度分）

Ⅰ． 重要な会計方針

　該当事項なし

１

（１）

・減価償却の方法　　定額法による。
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令和７年６月に、令和６年12月分から令和７年３月分までの賞与を支給することにな
るため、賞与引当金を取り崩す。

令和７年６月に、令和６年12月分から令和７年３月分までの法定福利費を支給するこ
とになるため、法定福利費引当金を取り崩す。

該当事項なし

Ⅳ． その他の注記

　該当事項なし

（２）法定福利費引当金の取崩し

（３）貸倒引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
16,360,216円である。

２ 引当金の取崩し
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